
2020年12月6日

高橋博子

（奈良大学）

,

科学技術社会論学会第１９回年次大会「黒い雨訴訟」判決・控訴は何を意味するか１

広島・長崎・ビキニ・グローバルヒバクシャにとっての判決の意義



2020年7⽉29⽇、被爆者健康⼿帳の
交付を巡って争われている「⿊い
⾬」訴訟の判決で原告側が全⾯勝訴。

•「⿊い⾬」訴訟は、まさしく広島・⻑崎の原爆による放射性降
下物が争点の訴訟であり、アメリカによる広島・⻑崎の放射性
降下物否定に起因する裁判。



黒い雨訴訟判決の意義

• ・宇田雨域・増田雨域・大瀧雨域とも、黒い雨にあった可能性を示す手がかりであり、それで
もって遭わなかった証拠にしてはいけないこと。

・内部被曝の可能性を重視していること。

・原告の被爆者の証言を真摯に聞いた上で、信ぴょう性があるとしての判決であること。

• →原告の被爆者が、心身ともに様々な状態の中、真摯に自分の身におこったことを証言したか
らこその判決



判決要旨

•増田雨域・・・「黒い雨」の降雨域を推知する際の有力な資料の一つ
•大瀧雨域・・・相応に斟酌することができるというべき
•原告の供述・・・「被告ら代理人の反対尋問を経ても、その核心部分を信用でき
ないとする事情は窺われず、法廷で供述していない原告らについても、同旨の

陳述書等の内容に不自然不合理な点はないことなどからすれば、原告らは、

いずれも「黒い雨」に暴露したと認められる」

•→原告の供述や陳述書を信頼



•放射性微粒子を含む「黒い雨」が混入した井戸水や、「黒い雨」が付着した食
物を摂取するなどの内部被曝を想定できる」とし、「内部被ばくの可能性がない

かという観点を加味して検討する必要がある」と、内部被ばくの影響に配慮。

•原告側の証言・陳述書の信憑性、増田雨域や大瀧雨域、そして内部被曝の可
能性を重視しており、米側が公式見解では否定してきた放射性降下物や内部

被曝を認めた判決。



BRIGADIER GENERAL T.F. FARRELL, DEPUTY MILITARY COMMANDER OF THE
MANHATTAN PROJECT, MADE A STATEMENT ON THE ATOMIC BOMB 

• THE NEW YORK TIMES ON SEPTEMBER 13, 1945 RAN A STORY 
HEADLINED “NO RADIOACTIVITY IN HIROSHIMA RUIN.”  “REPORTED 
TONIGHT AFTER A SURVEY OF BLASTED HIROSHIMA THAT THE 
EXPLOSIVE POWER OF THE SECRET WEAPON WAS GREATER THAN 
ITS INVENTORS ENVISAGED, BUT THAT HE DENIED CATEGORICALLY 
THAT IT PRODUCED A DANGEROUS, LINGERING RADIOACTIVITY IN 
THE RUINS OF THE TOWN OR CAUSED A FORM OF POISON GAS AT 
THE MOMENT OF EXPLOSION



１９４５年８月１０日付けの新聞（朝日新聞大阪本社版）で
「新型爆弾対策」を発表

壕と防空服装を整備新型爆弾へ防空総本部の注意」・・・新型爆弾に対して防空総本部では九⽇対策（その
⼆）として次の如き⼼得を発表した
• ⼀、新型爆弾に対して退避壕は極めて有効であるからこれを信⽤し出来るだけ頑丈に整備し、利⽤すること
• ⼆、軍服程度の⾐類を着⽤していれば⽕傷の⼼配はない。防空頭⼱および⼿袋を着⽤してをれば⼿や⾜を完
全に⽕傷から保護することが出来る
• 三、前述の退避壕を咄嗟の場合に使⽤し得ない場合は地⾯に伏せるか堅牢建造物の陰を利⽤すること
• 四、絶対に屋内の防空壕を避けて屋外の防空壕に⼊ること
• ⼋⽇発表した⼼得のほか以上のことを実施すれば新型爆弾をさほど惧れることはない、なほ爆弾に対する対策
は次々に発表する



• 「ピカッ！物陰に：廣島の経験を活かせ」・・・⾃分の体験ではピカッと光った瞬間机
の下だとか、物陰に⾝をひそめさえすれば⽕傷しないですませただろうし、壕蓋のある
防空壕に⼊っておれば⼤丈夫だと思ふ」

• 防空総本部の指⽰通りに⾏動すれば「新型爆弾はさほど惧れることはない」とする



日本帝国政府1945年8月8日の「米機の新型爆
弾による攻撃に対する抗議文」

• ハーグ陸戦条約にて掲げられている条項を引用しながら、「米国政府は今次対戦の戦乱勃発
以来再三にわたり毒ガスないしその他の非人道的戦争方法の使用は文明社会の世論により

不法とせられおれり」とし、原爆を不必要な苦しみを与え、生物化学兵器以上に非人道的な兵

器として米国に対して抗議。

• ⇔日本の住民に対しては、対外的に行っていた「毒ガス以上の残虐な兵器」とする批判とは、
まったく逆の説明。



SEPTEMBER 5, 1945, WILFRED BURCHETT, IN 

THE DAILY EXPRESS, REPORTED FROM 

HIROSHIMA: 

“PEOPLE ARE STILL DYING, MYSTERIOUSLY 

AND HORRIBLY — PEOPLE WHO WERE 

UNINJURED IN THE CATACLYSM — FROM AN 

UNKNOWN SOMETHING WHICH I CAN ONLY 

DESCRIBE AS THE ATOMIC PLAGUE.” 



BLAST
爆風

HEAT
熱射

RADIATION
放射線



Radiation 放射線

INITIAL Radiation
初期放射線

Residual Radiation
残留放射線



Residual Radiation
残留放射線

Induced Radiation
誘導放射線

Radioactive Fallout
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内部被曝



1948年末、元マンハッタン計画医学部
門責任者スタッフォード・ウォレン

「日本の二つの都市で起こったような、上空での原爆の爆発は、爆風によって破

壊し、爆風やガンマ線・中性子線の放射によって殺傷する。危険な核分裂物質

は亜成層圏にまで上昇し、そこに吹く風によって薄められ消散させられる。都市

は危険な物質に汚染されるわけではなくすぐに再居住してもさしつかえない。」

（MEDICAL RADIOGRAPHY AND PHOTOGRAPHY [EASTMAN KODAK COMPANY ROCHESTER, N.Y., VOL. 24 NO. 
2 1948]）



米軍特殊兵器計画
（ AFSWP: ARMED FORCES SPECIAL WEAPON PROJECT)

•米軍特殊兵器計画初代本部長
•レスリー・グローブズ元マンハッタン計画責任者
•生物・化学・放射線兵器を検討
•→ユタ州の DUGWAY実験場が使用される。



ABCC：ATOMIC BOMB CASUALTY COMMISION
原爆傷害調査委員会

•米科学アカデミーが管轄
•研究資金は核開発を行う機関で、マンハッタン管区を引き継いで発
足した米原子力委員会が提供

•米国に送付された被爆資料は米軍病理学研究所が保管
•→アメリカの軍事・民間防衛のための研究
•→軍事機密資料として扱われ続ける。





• 1950年になると原爆対策本として米原子力委員会・国防省・ロス・アラモス科学研究所が『原子兵

器の効果』を出版した。

• 「このような放射能による危険は特殊な事情の下においてだけ起こり得るということをはじめに強調

しなければならない。高空あるいは可成り高い空中で爆発する時にこの危険は本質的には起こらな

い。「日本での原子爆発後、核分裂生成物や原子爆弾に用いた材料に由来する放射能による障害

または疾病は少しも見られなかった」とし、残留放射線による危険はないとしている。それに対して

「地中爆発やベース・サージに伴う水中爆発は居住地地域を汚染し得るし、そのような場合には残

留放射能による危険は重大になるであろう。放射性物質を放射線戦争の兵器として用いた場合に

同様の状態が起こり得るであろう」。



• ・「空中爆発」の場合が極めて広い範囲に分散し、「健康に対する危険という点から見れば、無視することができ
る」

• ・風や雨雲など特殊な気象条件で「ある特定の地域に大量の放射性物質が沈積することはあるかも知れない。
しかし、そんなことは何時もあるとは考えられない」

• ・広島・長崎の場合は残留放射線はないことが強調され、アメリカの公式見解が踏襲される。黒い雨による被害
も具体的には触れず「いつもあるとは限らない」と、否定ではないが、通常はないかのように説明している。

• 「放射線に対する感受性という問題自身が、非常に不明瞭なものであるために、条件が非常にさまざまの場合
の許容量については大体の目安としては、上に述べた報告が役に立つかと思う。なかには、他の人よりも犯さ
れたすい人たちも勿論あるが、実用上の目的には統計的平均を考えなくてはならない」と放射線への感受性の
高い人々を切り捨てるような説明がなされている。







米統合参謀本部が2019年6月に発表し
た新方針
（JOINT PUBLICATION 3-72 NUCLEAR OPER ATIONS, 11 JUNE 2019）

• 「放射性降下物。核爆発からの兵器の残骸、おもに核分裂の残骸は、放射能が強い。地表
（水面）近く、地表（水面）、もしくは地表（水面）下からの放射性物質の残骸、放射能の残骸の

雲から広まった土は、放射性物質の残骸によって、誘導放射化され、また結びついて、放射線

被害をもたらす。比較的重い放射性微粒子は爆発のすぐ後に爆心地近くの地域に到達する。

比較的軽い微粒子は、気候や大気の状態によって、後に、またより遠くの地面に到達する。」

• →空中高く爆発した場合については説明していない（広島・長崎の例）。
• →広島・長崎型の3分の１→「小さな核」「使える核」という発想にむすびついているのでは。



放



放射線兵器開発

• マンハッタン工兵管区 放射性物質毒性小委員会を設置

• 戦後米軍特殊兵器計画 放射線兵器・生物化学兵器の開発に携わる。

• 米原子力委員会とも共同で放射線兵器開発

• →栗原岳史「第二次世界大戦後の米国における放射能戦の研究開発体制の成立過程：1945-
1948」（『技術文化論叢』第１２号（2009年）３１−５５頁）

• LISA MARTINO-TAYLOR, BEHIND THE FOG: HOW THE U. S. COLD WAR RADIOLOGICAL 
WEAPONS PROGRAM EXPOSED INNOCENT AMERICANS, (ROUTLEDGE : NEW YORK, 2018)







「残留放射能：米軍、極秘調査 広島・長崎で1950年
危険性否定後も」広島、長崎への原爆投下から4年半後
の1950年3月、米軍が両被爆地の「黒い雨」降雨地域で
残留放射能を極秘に調査していたことが分かった。毎
日新聞が内部資料を入手した。担当した科学者は土壌
調査の結果などから「長期にわたって放射能が残留す
ることを証明できた」と報告していた。米国は戦後早
い時期に残留放射能の危険性を否定したが、冷戦下で

核戦略を進めていた米軍は強い関心を持ち、調査を継
続していたことが明らかになった。【吉村周平】」
（『毎日新聞』2015年８月５日）











1950年3月10日
海軍医療看護局のGEORGE M. LYON, M. D. →
米原子力委員会生物医学部長 SHIELDS WARREN宛書簡。

• 日本学術会議副会長の仁科がPHIL博士に語った話。

• 「8月8日に爆心地域にゆき、５・６時間滞在した。次の12月に点状出血という形で比較的軽い放
射線障害の徴候がでた」

• PHIL博士によると他の日本人医学生にも点状出血の症状があったとのこと。

• LYON医師は8月6日の残留放射線への被曝に結びつけるのは難しいとはしているが、PHIL博士
が点状出血の症状を重視していることをシールズ・ウォーレンに報告。



仁科芳雄博士遺稿集『原子力と私』
（学風書院、1950年）２３頁

• 「なお原子爆弾による放射能は今日でも残って居る。例えば廣島の爆心附近や西方郊外の高須地方（爆心より約３.
５粁）又長崎では爆心及び東方の西山地方（爆心より約２粁）に高放射能のある土があり、又その邉一體放射線の

量が増して居る。これは前にも述べた通り中性子の作用による放射能と、分裂した原子核破片の放射性によるもの

である。殊に幕臣より離れた虚のものは後者によるものであることがその後明らかになった。今日尚残存するもの

は主としてこの分裂によるものと考えてよい。これ程の放射線のため廣島や長崎は人が住めなくなったといわれた

が、これは誤りで、爆発直後は或いはその恐れがあったかもしれないが、放射能は次第に減退するから１０日も経

てば、何等人體に悪影響はない。只長崎の西山附近には分裂破片が相当量降って来て、放射能が強い所がある。

然し今日迄別段病人も出て居ないところから見ると、大體無害であると見てよい。然しこの付近の人の白血球は著

しい増加を示している。これは放射線の影響である」



仁科芳雄
（1990年12月6日ー1951年1月15日）

• 「病人も出て居ない」と認識しているから大体無害とする。
• ところがこの附近の人々の白血球が著しい増加を示すとし、放射線の影響としている。
• →病人が出ていたことを知っていれば、認識は違っていたのではないだろうか。
• また内部被曝の影響を意識していれば違っていたのではないか。







米科学アカデミー科学者からカール・テスマーABCC所長宛書簡（1950年3月29日

私が電話で漠然とした形で話したように、広島の残留放射線について⼤まか
な調査を⾏ったTraserlab(測定研究所)の2⼈の紳⼠、Menker⽒とLeventhal⽒が
訪ねてきました。（中略）しかしながら重要な点は、彼らの集められる、⾬
樋（あまどい）や泥の堆積、その他気象学的データで⽰された地域で、広島
や⻑崎中でえ彼らはサンプルを得てきたことです。後者（気象学的データで
⽰された地域で得られたサンプル）は核分裂物質の場所を特定するための主
要な要素となり、原爆の当⽇と翌⽇の降⾬の範囲についての報告を、相当の
均⼀性を持って決めることができるであろう。⼀部が私たちの元に残され、
⼀部は彼らが国持って帰った、収集された試料は、いずれも先述のフィルム
テストでは陽性でした。
（解説：Traserlab(測定研究所)・・・米軍特殊兵器計画に属し、Dugway実験場での放射線兵器実験で測定などに
携わる。核実験での放射性降下物を測定するプロジェクト・サンシャインにも携わる。）







米科学アカデミー科学者→テスマー宛書簡 1950年4月28日

・すでにA B C Cが、原爆にはあっていないが原爆投下以降広島に住んだ⼈
の解剖組織を得ることができるのか、そのような計画はないのかと質問。
・ラジオオートグラフをその組織が出すかどうか試すために、ラットやネズ
ミや他の⼩動物を収集することを提案。⼟に残っていれば影響しているだろ
う。「ラットは地⾯を駆け巡っているので、彼らは我々の⽬的のための素晴
らしい⽣物学的フィルターになるでしょう」
・昨⽇遺伝学者のニール博⼠がいて、物質が蓄積されていることを期待して、
1947年に爆⼼地近くの地域と３マイル（約５キロ）離れた⾕の地域で蛙を何
匹か収集した、シールズ・ウォレン（⽶原⼦⼒委員会⽣物医学部⻑）にそれ
らを渡したがその結果はわからない、と語った。
→残留放射線と内部被曝を意識した調査を⾏っていた。





1949年1月22日 日本学術会議第１回総会
日本学術会議の発足にあたって 科学者としての決意表明（声明）

• 「われわれは、ここに人文科学及び自然科学のあらゆる分野にわたる全国の科学者のうちから選ばれた会員
をもって組織する日本学術会議の成立を公表することができるのをよろこぶ。そしてこの機会に、われわれは、
これまでわが国の科学者がとりきたった態度について強く反省し、今後は、科学が文化国家内し平和国家の基
礎であるという確信の下に、わが国の平和的復興と人類の福祉増進のために貢献せんことを誓うものである。
そもそも本会議は、わが国の科学者の内外に対する代表機関として、科学の向上発達を図り、行政、産業及び
国民生活に科学を反映浸透させることを目的とするものであって、学問の全面にわたりその担う責務は、まこ
とに重大である。されば、われわれは、日本国憲法の保障する思想と良心の自由、学問の自由及び言論の自由
を確保するとともに、科学者の総意の下に、人類の平和のためあまねく世界の学界と提携して学術の進歩の寄
与するよう万全の努力を傾注すべきことを期する。
• ここに本会議の発足にあたってわれわれの決意を表明する次第である。 」
• →⽇本学術会議1949年設⽴の際、仁科芳雄⽒が尽⼒。調査を通じてだけでなく、⾝をもって原爆の恐ろしさ
を感じていたのでは。



⽇本政府
「科学的知⾒に基づかない」として控訴
そもそも包括的・継続的・俯瞰的な被災状況の調査をしてきた
のか？→していない。宇⽥⾬域を含めて再検証するどころか、
線引きの道具にしている。残留放射線・内部被曝を否定するア
メリカの公式⾒解に追随。
＊直ちにこれまでの在り⽅そのものを反省し、被災者への補
償・賠償・治療・実態解明調査を⾏うべき。

その⼀⽅で、放射線兵器の開発研究や核戦争のための研究など、
⽶軍に調査をさせたまま。
＊⽶側に関連資料の開⽰請求を政府ぐるみでする必要。



広島・⻑崎の原爆をはじめとして、残留放射線・放
射性降下物・内部被曝は否定、軽視されてきた。そ
の上で「国際的・科学的」知⾒は、原発被災者・ウ
ラン採掘被災者・核実験被災者を含む世界のヒバク
シャの被災状況を隠すことにつながってきた。
今回の判決では残留放射線・放射性降下物・内部被
曝を認める。
→グローバルヒバクシャの解明・救済につながる



米上下両院合同原子力委員会の民間防衛グループの防護セミナー
１９５０年５月１１日

• １０００〜１５００MSV
• →何人かの人は吐き気をもよおす
• ２０００MSV
• →被ばくした者の５０パーセントはおそらく病気になるであろう
• ４５００MSV
• →被ばくした者のうち５０パーセントは医療が施されなかった場合死亡
• ６０００〜８０００MSV
• →被ばくした者の１００パーセントが死亡することが予想される
• 何人かは治療なしでも生き残る可能性がある。



原子兵器の医学的側面合同委員会
1951年1月25日―26日

•ジャームズ・Ｐ・クーニー大将は委員会会議に出席できなかったが、次の
ものを会議議事録に入れるべきだと指摘している：

•第6回委員会会議（1950年10月31日ー11月1日）直後に開催された米原子
力委員会生物医学部諮問委員会に、3軍代表が出席.



• ″私に’Ｘ‘千人の、２５から１５０レム［２５００−１５０００MSV]もしくはそれ以
上の、さまざまな量の電離放射線の被験者となった兵士が、私に’Ｘ’千人
いるとする。何人を戦闘に動員できるのか？どのくらい病気になるの

か？どのぐらいの代替要員を要請し、いつ彼らにそれを頼むのか？“



• 「現在に至るまで、軍部は上記のことに対する答えを述べてきたが、権
威ある医学グループによる公的な裏付けはない。多くのものはこれらの

質問にたいする人間についての十分なデータがあると感じている。その

他のものは、我々は持っておらず、電離放射線の影響を詳細に説明す

るため、軍事ボランティアに人体実験を行うべきであると感じている。」



• 「諮問委員会が人体実験の問題について長いこと議論してきており、

充分な成果を得るには何千人もの人々を電離放射線に曝さなけれ

ばいけないので、人体実験といのは現時点での答えにはならない

ということをこのグループのコンセンサスであった。

•（米原子力員会生物医学部長の）シールズ・ウォレンは「すでに十
分なデータがある」と話した。」


